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費　　　　　　　　　目

01款 議会費  (単位　　円)

 01項 議会費　　　  

  01目 議会費　　 

282,408,591 円

○市議会広報事業　　　  　　　　　　　　　　　    　  3,038,086 円

　・市議会だよりを年4回、各定例会後に発行

発行部数 160,000 部

印刷製本費 2,381,400 円

　・本会議のＴＶ中継を実施（ＣＡＴＶ35ch、市民課ロビー他）

機器操作委託料 609,000 円

　・市議会ホームページにより議会情報と本会議会議録を提供

○本会議

開催状況 (単位　日､人)

実時間

日

数

人

数

　５月臨時会 1 1 - -

　６月定例会 14 6 4 14

　９月定例会 22 6 4 16

　11月定例会 15 6 4 14

　２月定例会 22 8 5 17

74 27 17 61

議案審議状況
(単位　件)

　５月臨時会 3 1

　６月定例会 1 2  2 2  1 2

　９月定例会 5 10 2 2 2 10

  11月定例会 9  7 2 1 1 7 1 1  

　２月定例会 17 9 1 7 4 1 1   

32 10 20 5 13 3 23 1 3 1 1 2

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

平成14年5月2日  0:40

平成14年6月12日　～　6月25日

282,408,591

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

質 問

時間：分

282,408,591

会  議  名 会                 期

会

期

日

数

開

会

日

数

15:55

平成14年9月10日　～　10月1日 21:07

平成14年11月28日 ～ 12月12日 17:12

平成15年2月27日　～　3月20日 23:20

合 計 78:14

会  議  名

市 長 提 出 議 員 提 出 請 願 ･ 陳 情

決

議

そ

の

他

審

議

未

了

等

採

択

不

採

択

取

下

承

認

そ

の

他

審

議

未

了

等

条

例

・

規

則

意

見

書

予

算

決

算

条

例

人

事

案

件

審

議

未

了

等

4

10

31

選

挙

合　計

29

40

合 計 114
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○常任委員会･議会運営委員会･特別委員会

4 3 7  2 2 3 3 1 7

3 3 6 1 1 1 1    2

4 3 7  4 4 4 4 1  9

3 5 8 2 2 5 5  1 11

12 6 18   

1 3 4      

4 5 9

31 28 59  9 9 13 13 2 1  29

○政務調査費補助金　　                        4,367,118 円

　市議会における市政に関する調査研究の推進を図るため、各会派に政務

調査費の補助を行った。

02款 総務費 (単位　　円)

 01項 総務管理費

　01目 一般管理費

       1,139,968,060 円  

○庁舎維持・管理事業

　　庁舎機能保持及び庁舎内外の秩序を維持するため、各種施設等の保守・

　管理業務を実施した。更に公用車集中管理を導入し、車両管理体制の充実

　に努め、経費の削減及び安全性の確保等を図った。

　　　集中管理車両　31台

○入札・契約制度の改善

　　公共工事の入札・契約制度について、より一層の透明性、客観性及び競争

　性を高めるため次の改善を行った。

　・制限付き一般競争入札の試行的実施　　　　　　2件

　・低入札価格調査制度の試行的実施　　　　　　　2件

　・工事希望型指名競争入札の試行的導入　　　　　4件

　・設計図書のＣＤ化の試行的実施（工事関係）  113件

  02目 人事管理費 (単位　　円)

846,315,999 円

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

1,139,968,060 607,950 33,307,924 1,106,052,186

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

1,425,821

決　算　額
特　　定　　財　　源

844,890,178846,315,999

閉

会

中

合

計

陳

情

そ

の

他

開

会

中

閉

会

中

合

計

開

会

中

合

計

総 務 委 員 会

予

算

決

算

条

例

請

願

委 員 会 名

委 員 会
開 催 日 数

委員協議会
開 催 日 数

付 託 件 数

公 共 用 地 検 討
特 別 委 員 会

広 域 行 政 調 査
特 別 委 員 会

合 計

文 教 委 員 会

福 祉 厚 生 委 員 会

経 済 建 設 委 員 会

議 会 運 営 委 員 会

42



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○行政機構と職員配置

　　平成15年3月31日現在の状況は､次のとおりである｡ (単位　人)

○採用･退職

　　平成14年度における職員の増減状況は､次のとおりである｡
(単位　人)

　平成14年度末職員数には平成15年3月31日付退職者28人を含む｡(　)内は部局間の異動人数

○平均年齢･平均勤続年数･平均給料

　　市職員の平成15年3月31日現在の平均給料等は､次のとおりである｡

(単位　人､円)

43 歳 6 ヶ月 20 年 10 ヶ月

45 歳 8 ヶ月 21 年 4 ヶ月

43 歳 6 ヶ月 21 年 11 ヶ月

49 歳 0 ヶ月 28 年 0 ヶ月

44 歳 4 ヶ月 21 年 8 ヶ月

25 歳 8 ヶ月 1 年 7 ヶ月

43 歳 7 ヶ月 20 年 9 ヶ月

部 局 名 事 務 吏 員 技 術 吏 員 消 防 吏 員 教 員
そ の 他 の
職 員

計

市長の事務部局の職員
(8部(1事務所) 28課
7室)

404 158 0 0 30 592

議会の事務部局の職員 6 1 0 0 0 7

教育委員会の事務部局
及び教育機関の職員
(1部　5課1室)

104 30 0 70 12 216

選挙管理委員会の事務
部局の職員 0 0 0 0 0 0
監査委員の事務部局の
職員 5 0 0 0 0 5
農業委員会の事務部局
の職員 3 0 0 0 0 3

消防機関の職員 0 0 120 0 0 120

合　　　計 522 189 120 70 42 943

部 局 名
条 例
定 数

平成13年度末
職 員

採 用 退 職
差 引
増 減

平成14年度末
職 員

市長の事務部局の職員
(24) (24)

612 589 19 16 3 592

議会の事務部局の職員
(1) (1)

7 7 0 0 0 7

教育委員会の事務部局及び
教育機関の職員

(20) (20)

241 215 5 4 1 216

選挙管理委員会の事務部局
の職員 6 0 0 0 0 0

監査委員の事務部局の職員
(2) (2)

5 5 0 0 0 5

農業委員会の事務部局の職
員

(1) (1)

4 3 0 0 0 3

消防機関の職員
120 120 3 3 0 120

合　　　　　計
(48) (48)

995 939 27 23 4 943

平 均 給 料

事 務 522 369,817

職 名 人 員 平 均 年 齢 平均勤続年数

吏

員

技 術 189 365,244

消 防 120 362,603

教 育 70 423,684

計 901 372,082

そ の 他 の 職 員 42 194,960

合         計 943 364,193
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

〇職員の懲戒処分

　　平成14年度における処分件数は､次のとおりである。

○職員研修事業　　　　   　　　　　　　　　　　　     9,645,591 円

　・集合研修 (単位　人､日)

　

　

　 ゴミ収集業務体験研修

　　　　　　　　　　　　　

　・海外派遣 (単位　人)

　　　　　　　　　　　　　・静岡県自治研修所 (単位　人､日)
人
数

日
数

　 １ 4

1 3

地域づくり戦略講座 １ 10

１ 3

管理者戦略研修 １ 2

中間監督者交流研修会 １ 2

行政の危機管理講座 １ 2

政策法務講座 1 3

内 容

区　　分 人　数 備　　　考

戒　　　告 0

地方公務員としての心構え､各部の仕事､接遇､
服務､給与外

研 修
名

人 数 日 数 対 象

新規採用職員
研修(Ⅰ部) 26 8

平成14年度新
規採用職員

〃
(清掃業務体験研修) 14 13 〃

接遇フォロー､公務員としての自覚と責任意識
向上

初級職員研修 24 3
勤続3年の一般
職員

地方自治制度､地方公務員制度

　　〃　(Ⅱ部) 26 2 〃

交渉能力､説得力向上講座

上級職員研修 18 3
勤続12年の一
般職員

企画書の作り方､プレゼンテーションの基本

中堅職員研修 28 2
勤続8年の一般
職員

新任監督者の職場内での職責を認識し、リー
ダーとしての能力向上を図る

新任課長補佐
研修 10 3

新任課長補佐
級

管理者補佐としての役割・使命についての認識
を深める

新任係長研修 10 3 新任係長級

管理者としての必要な知識・役割について学ぶ

プロジェクト
支援研修 18 5 各階層職員

各階層の役割を認識し､企画立案､プレゼンテー
ションの方法

新任課長研修 4 2 新任課長級

市職員としての基本姿勢の取得及び近隣自治体
との人的ネットワーク構築

セクシャルハラス
メント防止研修 49 1 全職員

セクシャルハラスメント防止･周知､職場環境の
整備

新規採用予定
職員事前研修 17 2

平成15年度採
用予定職員

公務員の服務と倫理への意識向上

メンタルヘル
ス研修 48 1 部課長級職員

メンタルヘルスに関しての正しい知識を身につ
ける

技能労務職員
研修 18 1 技能労務職員

パソコンの基礎知識の習得及びExcel，Word等
の操作技術習得

コ ー ス 名 人 数 研 修 先 期 間 研 修 テ ー マ

情報戦略推進
研修 156 10 全職員

行政全般

景観に留意したまちづ
くり

1
ロ ン ド ン 、 オ ッ ク ス
フォード､ミュンヘン、ア
ウグスブルグ、ミラノ

H14.10.30 ～
H14.11.7(9日間)

行政全般

欧州都市行政調査団 1
ロンドン､バーンズリー､
フ ァ ー ル ム 、 ヴ ァ ン
ター、カールスルーエ

H14.10.6 ～
H14.10.19(14日間)

研　　修　　名 対 象 内 容

マーケティング技法講座 一般職員
マーケティングに関する基礎知
識の習得

職場研修リーダー養成講座 講師予定者
職場研修の意義を理解し、その
進め方を習得する。

行政課題研究講座を終
了した職員

グループワークによる地域課題
の研究

プレゼンテーション能力向上講
座

一般職員
施策や事業を市民に効果的に説
明する能力を養う

部課長の職にある職員 管理者の戦略

課長補佐級職員
官民交流事業により相互の感
覚・意識の共有化を図る。

部課長の職にある職員
管理者に求められる危機管理に
ついての理解を深める。

一般職員
条例･規則の意義の理解､立法技
術の習得

減　　　給 0

停　　　職 0

免　　　職 0
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　　　　　　　　　　　 (単位　人､日)
人
数

日
数

情報の処理と文章化技術講座 １ 2

交渉力養成講座 １ 2

１ 3

ディベート講座 １ 2

１ 2

　・市町村職員中央研修所 (単位　人､日)
人
数

日
数

住民と行政の協働 １ 8

１ 10

1 10

１ 9

・(財)静岡県総合管理公社土木技術専門研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

1 10

　・全国市町村国際文化研修所 (単位　人､日)
人
数

日
数

国際化対応コース １ 9 一般職員

　・経営戦略セミナー (単位　人､日)
人
数

日
数

1 6 課長級職員

　・２１世紀職業財団研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

1 3 係長級～課長級女性職員

　・快適都市創造研修 (単位　人)

　・民間企業派遣研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

6 3 一般職員

　・３市５町合同研修（東部広域都市づくり研究会職員研修部会主催研修） (単位　人､日)
人
数

日
数

5 3 一般職員

5 3 一般職員

5 2 一般職員

　・自治大学校派遣研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

第2部課程第136期 １ 46 係長級

〃
必要な情報を見つけ、市民が納
得するような文章力を身につけ
る

〃 交渉の実践的知識や手法の習得

政策形成能力向上のための技法
習得講座

〃
政策形成能力向上のための技法
の習得

〃
説得力向上､論理的思考能力･話
し方技術の習得

ヒューマンパワーセミナー
（リーダー人間学）

部課長の職にある職員 自己変革

研　　修　　名 対 象 内 容

係長級・課長級
住民と行政のパートナーシップ
のあり方

市町村税徴収事務 担当職員･係長級 市町村税の徴収

固定資産課税事務 担当職員･係長級 固定資産税の課税

監査事務 担当職員･係長級
監査事務に関する専門知識の習
得

研　　修　　名 対 象 内 容

採用3年目研修（土木技術初級
研修）

一般職員 実践的基礎知識の習得を図る。

研　　修　　名 対 象 内 容

在日外国人への対応の実務に重
点を置いた内容

研　　修　　名 対 象 内 容

スルガ銀行知求塾第30回経営戦
略セミナー

総合的視野にたった分析能力、
意思決定能力等の養成

研　　修　　名 対 象 内 容

女性マネージャーのためのグ
レードアップワークショップ

管理職に求められる行動要件の
取得

研修テーマ 人数 研修先 期間

まちづくりデザインコンセプトの研
究

2 長野県小布施町・小諸市
H14.12.2～
H14.12.3（2日間）

国体競技種目別表彰式及び総合表彰
式視察

2 高知県須崎市
H14.10.28～
H14.10.31（4日間）

都市景観に係るデザイン形成 2 金沢市
H14.7.10～
H14.7.11（2日間）

地方自治体及び企業等における地震
対策の現状調査

1 神戸市
H15.1.30～
H15.1.31(2日間)

派遣先 対 象 内 容

株式会社イトーヨーカ堂三島店
民間企業のコスト意識、サービ
ス精神を学ぶ

研　　修　　名 対 象 内 容

政策形成研修 政策形成技法の習得

政策法務講座 条例立案能力向上

プレゼンテーション研修 プレゼンテーション能力向上

研　　修　　名 対 象 内 容

行政法､公共政策論等

研　　修　　名 対 象 内 容
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　･静岡県市職員研修協議会東部９市合同研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

クレーム対応力強化研修 3 2 一般職員

○自己啓発支援

　・通信教育研修受講補助 (56件　1,006,000円)　

　　通信教育研修修了者に対し､受講料の全額を補助した｡

　・自主研究グループ活動補助　(3件　132,535円)

　　学校栄養士研究会ほか2グループの自主研究活動に対し､補助金を交付

　　した。

○定期健康診断

　　職員の健康管理と疾病予防を目的に､次のような健康診断を実施し､異常

　が認められた者には所要の診療を受けるよう指導した｡

(単位　人)

臨時･嘱託職員を含む

  03目 文書管理費

          23,627,828 円

○ファイリングシステムの維持管理事業                 4,403,076 円

　　スムーズな文書の検索を確保するための文書管理方法として、ファイ

　リングシステムを平成8年度から導入しており、その定着及び継続を図る

　ため､平成14年度も引き続き維持管理を実施した｡

　　ファイリングシステムコンサルタント委託　　3,381,000円

○情報公開制度の実施事業 　　　　　         　         317,580 円

　　市政運営の公開性の向上を図るために情報公開制度を平成9年11月から

　実施しており､平成14年度は開示請求が5件あった｡

　　また、同年度中に情報公開審査会を3回開催した。

○文書管理システムの推進事業                        1,978,274 円

　　永年保存文書のマイクロフィルム撮影を行った。

　　マイクロフィルム撮影委託　　　1,978,274円

○個人情報保護制度の実施事業　  　       　  　    　  378,420 円     

　　市民の基本的人権の擁護を図るために個人情報保護制度を平成13年1月　

　　また、同年度中に開示請求が1件、外部提供の中止請求が14件あった。

○職員提案制度の実施事業

　　職員の創意工夫、発想の転換等による事務の見直しを通じて行政事務の　

　改善及び市民サービスの向上を図るため、職員提案制度を実施している。

研　　修　　名 対 象 内 容

クレーム対応能力の向上

項 目 名 受 診 者 数
異常が認め
ら れ た 者

備 考

胸 部 レ ン ト ゲ ン 検 査 872 4

胃 レ ン ト ゲ ン 検 査 492 59 共済組合と共同実施(主に40歳以上の職
員)　臨時･嘱託職員を含む(市単独実施)

血 液 ･ 尿 ･ 心 電 図 検 査 1,175 922
共済組合と共同実施 臨時･嘱託職
員を含む(市単独実施)

Ｖ Ｄ Ｔ 検 査 81 1
臨時･嘱託職員を含む(市単独実施)
ＶＤＴ作業が概ね1時間以上の職員

腰 痛 検 査 587 7 臨時･嘱託職員を含む(市単独実施)特に
腰部に負担がかかる業務に従事する職員

決　算　額
財　　源　　内　　訳

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

23,627,828

　から施行しており、平成14年度中に、個人情報保護審議会を3回開催した。

　このうち、中止請求に係る不服申立てが10件あり、個人情報保護審査会を

　2回開催した。

23,627,828
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　平成14年度は、55件の応募があり、12件が採用された。　

○例規検索システム及び法令検索システムの実施事業

　　例規及び法令の迅速な検索を行うため、平成13年度に庁内ＬＡＮに対応

　した例規検索システム及び法令検索システムを導入し、そのデータの更新

　を平成14年度に行った。

○条例･規則等 (単位　件)

  04目 広報費　　　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (単位　　円) 　

          87,661,011 円

○「広報みしま」による広報事業　　   　　　　　     37,317,865 円

　　毎月1日･15日に発行(1･5･8･12月は1日号のみ)｡創刊以来､通算909号にな

　った｡

○市民カレンダーによる広報事業　　　　   　　　      3,224,550 円

　　｢ふるさとのまつり｣を写真で構成､通算36年目を迎え､環境に配慮した両

　面印刷及び金具綴じの廃止などスタイルを変更し、41,500部発行した。

○電光表示板広報事業　　　　　　　　　　　　           814,328 円

　　静岡銀行中島支店前に設置された電光表示板を利用し、市からのお知ら

　せを午前10時から午後9時まで表示した。

○コミュニティ放送広報事業　　　　　　　　   　     14,700,000 円

　　ＦＭみしま・かんなみが放送する｢三島市からのお知らせ｣(毎週月～金曜

　　　　　　　　　　　　　日に10分番組を2回・5分番組を3回､土･日曜日に10分番組を2回)で､市政及

　び市に関連した行事等のお知らせをした｡

　　　コミュニティ放送広報事業委託　　　14,700,000 円

○市勢要覧 「ざ・みしま」広報事業                     810,180 円 

　　三島市を市内外の人に知ってもらうため、900冊を発行した。

  　　市勢要覧印刷　　810,180円

○テレホンガイド  　　　　　　　　　　　　　　           8,452 円

　　テレホンサービス｢子どものおはなし｣･｢市政だより｣延べ1,160人が利用｡

　通算685話､延べ330,979人が利用した｡市政だよりは､市の行事など週に2回

　　　　　　　　　　　　　提供､524人が利用した｡

○有線テレビ広報事業　　　　　　　　　　    　　 　　9,449,185 円

　　3チャンネル｢みしま広報室｣

　　　10分間の広報番組を、週に5日（週合計15回）放映した。

　　　　みしま広報室番組制作委託　　　　　 　　　1,953,000円

　　35チャンネル（三島市専用チャンネル）

　　　みしま広報室､10分番組(暮らしに役立つ情報)､30分番組(イベント･

　　　史跡紹介)､ニュース番組（10分）を午前5時から午前1時まで､深夜は

　　　文字放送を行った。

　　　　35ch番組制作委託（10分番組・30分番組）　4,672,500円

○みしまめぐり

38,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

87,623,01187,661,011

計

条 例 2 25 0 27

区 分 新 設 改 正 廃 止

51

そ の 他 の 規 程 1 6 2 9

規 則 9 41 1

合 計 12 72 3 87
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　5回実施し、78人が参加した。本年から5つのコースを設定し、各コース

　別では｢史跡コース｣17人､｢せせらぎコース｣9人､｢エコライフコース｣13人､

　｢教育施設コース｣22人､｢三島の秋を訪ねて｣17人が参加した。

　　このほか、団体を対象に2回（70人）、小学生を対象とした社会科見学を

　6回（203人）行った。

  05目 市民相談室費

 

           4,013,191 円

○市民相談事業　　　　　　　　　　　　　　　         3,592,845 円

　・相談受付件数 (単位　件)

　

○民事関係相談内訳 (単位　件)

　内　容

　　　　　　　　　　　　　

 

○市政座談会

　　開催日　　平成14年5月8日～9月6日

　　実施地区　市内6地区で25回実施

　　参加者　　延べ797人(うち女性178人)

○女性と市長のいきいきトーク

　　開催日　平成14年7月23日～7月31日

438合 計 264 842 453

62

戸 籍 関 係 15 7 2

そ の 他 49 255 54

1,911

件　数 20

2

件　数 46 39 1,439

5131 21215 18 174

13 14 13

声 の ポ ス ト

14

68 6439

14

13

19

保 証 3 15 15 19

家 庭 内 問 題 12 34

市 長 相 談 行 政 相 談

税 務 相 談 税 の 相 談
要 望 書
陳 情 書

法 律 相 談 相続登記相談

年　度 13 13 1413 14

種　別 一 般 相 談

13

16

親 子 関 係 15 41 15 10

損 害 賠 償 11 21 9

59

相 隣 関 係 18 60 25 20

婚 姻 ･ 離 婚 24 76 56

51

不 動 産 関 係 11 55 40 35

借 地 借 家 11 42 41

65

金 銭 貸 借 43 136 62 67

相 続 ･ 贈 与 ･ 遺 言 26 47 95

種別 一　般　相　談 法　律　相　談

年度 平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度

種　別 一 般 投 書 合　　計

年　度 13 14 13 14

211 1116

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

13 14 13

946

年　度 13

453 438

種　別

件　数 379 8 4 53

一 般 財 源

13

4,013,191 4,013,191

決　算　額
特　　定　　財　　源

14

14

市長への手紙

契 約 26 53 26

14 13 14
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　場  所  中郷文化プラザ、生涯学習センター、錦田公民館、北上公民館

　　参加者　188人

  08目 財産管理費 (単位　　円)

           4,527,812 円

○ 普通財産処分状況

・ 普通財産として処分した土地 (単位  ㎡,円)

  09目 企画費　　　　 (単位　　円)

          22,719,909 円

○行政評価推進事業　　　　　　　　　　　　　　　         83,540 円

　　前年度の行政評価研究会で決定した平成14年度試行用各行政評価表様式

　をもとに(1)政策－施策評価　48施策 (2)施策－事務事業評価282施策(3)

　事務事業評価519事務事業の試行評価を実施し、平成14年度行政評価試行

　結果一覧表を作成するとともに、平成15年度からの本格導入にむけ事務事

　業体系図の整備を図った。

○平和都市推進事業　　　　　　　　　　　　　　　        563,560 円

　・広島市平和祈念式中学生派遣

　　　日　時　平成14年8月6日（火）午前8時～

　　　場　所　広島平和記念公園

　　　参加者　中学生7人、職員１人、計8人

　・市民映画会の開催

　　　日　時　平成14年8月11日（日）①10時～②13時30分～③15時15分～

　　　会　場　生涯学習センター講義室

　　　上映作品　｢はだしのゲン｣（アニメ映画）

　　　入場者　約300人(入場無料)

　・街頭啓発活動

　　　日　時　平成14年8月9日（金）　午前11時～正午

21,059,60922,719,909 1,500,000 160,300

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市　　債 そ　の　他

4,527,812

所　在　地 地目 面　積 売 払 金 額 備　　考

4,527,812

竹倉自治会売払代金

徳倉字片平山
1195-1479外1筆

原野 764 11,574,600 三字共有地売払代金

竹倉字下峯476-2 墓地 102.63 14,162,940

三字共有地売払代金

三島市字賀茂之
洞4703-422外1筆

畑 762.47 15,315,772

徳倉字片平山
1195-1477外2筆

原野 321 4,863,150

合　　計 1,967.45 48,553,662

南本町433-30 宅地 17.35 2,637,200

○公有財産の管理

　　市有財産の適正な管理と効率的な利活用を図るため、｢公有財産台帳管理

　システム｣の整備に取り組んだ。

　　現在、約14,000筆及び約740棟のデータ整理と入力作業を実施している。
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　場　所　ＪＲ三島駅前､伊豆箱根鉄道広小路駅前､イトーヨーカ堂前

　 　 参加者　市長、市議会議員､自治会連合会役員､助役､収入役､教育長､ 

　　　　　　　部課長

　　　内　容　平和都市推進運動啓発用ウェットティッシュを街頭で配布

　・懸垂幕・横断幕の掲示

　　　期　間　平成14年8月1日（木）～8月31日（土）

　　　場　所　市役所庁舎本館､中央町別館

　　　内　容　｢昭和34年12月　三島市は平和都市（核非武装）宣言をして

　　　　　　　います　三島市･三島市議会｣

　・「原爆と人間」・「アフガン難民」パネル展の開催

　　　期　間　平成14年8月6日（火）～8月15日（木）

　　　場　所　生涯学習センター､中郷文化プラザ（「原爆と人間」展のみ）

　・サイレン吹鳴

　　　日　時　8月6日 （広島平和記念日）、8月9日（長崎原爆の日）

　　　　　　　8月15日（終戦記念日）

○第3次三島市総合計画等推進事業　　　  　　　 　　 　　342,000 円

　・第2次国土利用計画(三島市計画)策定作業

　　第2次国土利用計画(三島市計画)について最終案をまとめた。課題とな

　　っていた北沢亜鉛工場跡地の土地利用については、庁内特別部会のほか

　 　　市民懇話会を設置するなどして検討を重ねた。

　　また、国においても、有害化学物質や重金属などの土壌汚染に対応する

　　ため、汚染者らに汚染の浄化・除去を義務付ける土壌汚染対策法が

　　平成14年5月22日に成立している。

　　　［北沢亜鉛工場跡地土地利用検討懇話会］

　　　　　平成13年2月9日発足　14年度中は2回開催

○頼朝ゆかりの都市（鎌倉市）親善交流事業　              12,200 円

　　せせらぎ事業に参画しているせせらぎ協働体による市民交流等を行った。

○ＮＰＯ・ボランティア活動推進事業　     　 　　       5,658,060 円

　　ＮＰＯ・ボランティア活動を推進するため、ＮＰＯ・ボランティア団体

　にＮＰＯ・ボランティア情報センターの利用登録を呼びかけ、登録団体へ

　情報の提供や活動の支援を行った。また、市民からボランティアについて

　の相談を受け付けた。

　・平成14年度末利用登録団体数　95団体

　・ＮＰＯ・ボランティア情報センター年間利用者数　4,080人

  10目 国際交流推進費 (単位　　円)

     

          10,801,314 円

○国際交流推進事業 　　　　　　    　　　　　　      3,209,143 円

　・外国籍市民相談窓口業務の実施

　 　　相談件数内容：81件 行政･医療・税金･保険･教育･住居･言葉・福祉等

　　ポルトガル語　32人　スペイン語　25人

　・ニュープリマス市公式訪問団受入れ（12人）

10,801,314

　　スペイン語・ポルトガル語毎週金曜日6時間　英語･中国語・日本語随時

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

10,801,314
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市単独運営費補助金   　     　　　　　　　　　      4,200,000円

　　国際交流協会補助金　　　　　　　　4,200,000円

　活動状況

　・夏期英会話講座

　　7月24日～8月19日(週3回全12回)　　受講者：45人

　・パサディナ市からの研修生受入れ(3人)

　　日本の生活を体験

　・下田街道まつり参加

　・国際交流フェア

　　11月10日　　場所：日本大学国際関係学部8号館

　・第39回姉妹都市親善英語スピーチコンテスト

　・日本語の教え方講座

　　前期コース 11月 7日～12月20日(昼・夜各週1回全7回)　受講者33人

　　後期コース　1月23日～ 3月14日(昼・夜各週1回全8回)　受講者28人

　・外国籍市民との新春交流のつどい

　　4月17日～4月20日　　団長：ピーター・テンネント　市長

　・ニュープリマス市への小・中学生等研修生派遣

　　3月21日～3月28日　指導員2人

　　事前研修：5回、事後研修：1回

　・中国麗水市公式訪問団派遣（33人）

　　5月26日～6月2日　　 団長：小池政臣　市長

　・パサディナ市公式訪問団受入れ（7人）

　　10月17日～10月19日　団長：ジュン・タケノウチ三島委員会委員長

　・青少年交流事業　フレンドシップ２００２派遣

　　7月22日～8月2日　指導員2人

　・初心者のための中国語会話教室

　　9月3日～11月5日(週1回全10回)

　　講師：巫　瑞文　氏　  受講者：30人

　・三島市グッドウィル通訳講座

　　2月6日～2月27日(週1回全4回)

　　講師：田中　澄子　氏　受講者：20人

　　7月25日～8月22日　研修生はそれぞれ市内の一般家庭にホームステイし､

・平和の行進（韓国学生による朝鮮通信使の再現パレード、文化交流公演）

　　8月19日～8月22日　来島者150人

　　三島受入実行委員会に参加　

　・ＡＬＴとの意見交換会

　　9月20日　

　　9月23日　　模擬店：各国の料理

　・ＮＡＳＡ講演会

　　10月5日　　講師 モリス・バーンバウム氏（ＮＡＳＡジェット推進

    研究所研究員、パサディナ市姉妹都市委員会元委員長）

　　11月4日　 参加者：中学生 暗唱の部5人、自作の部9人　

　　　　　　　　　　　高校・大学・一般の部4人

　・カリフォルニア州　下院議員視察訪問受入れ

　　2月20日　　キャロル・リゥ氏

　　1月26日　参加者162人(うち外国籍市民は15カ国　81人)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・ＭＩＲＡ通信の発行

　・英会話サークル　通年

　　初級クラス・中級クラス（各週1回）

　・日本語サークル　通年

　　登録制

○その他各種補助金 　　　　　　　　　  　　　　      2,860,000 円

　・パサディナ市夏期研修生補助金　　　　　　360,000円

　　パサディナ市へ研修生派遣(2人)

　　がら米国の生活を体験

　　3月21日～3月28日　小学生7人、中学生7人、

  11目 ふるさと創生費 (単位　　円)

     

          　 950,000 円

○｢大場川まつり｣(フェスタ大場川)　      950,000 円

　　　開催日　平成14年5月5日（祝日）

　　　場　所　大場川･日の出町～谷田やすらぎ橋･うるおい橋の間

　　　参加者　約10,000人

　　　内　容　ボートで川下り､アマゴ釣り大会､シャギリ､

　　　　　　　アユのつかみどり､フリーマーケット等

  12目 街中がせせらぎ推 (単位　　円)

  　　 進費

         453,437,615 円

○街中がせせらぎ事業 　　　　　　　　　　　　　    450,079,715 円

　　｢住みたい街｣､｢歩きたい街｣を目的に､｢水｣､｢緑｣､｢歴史･文化｣をキー

　ワードに回遊ルートを軸とした周辺整備をすることをとおして、市民と

　の対話と協働で事業の企画段階から事業施行、維持管理までパートナー

　シップによるまちづくりを推進する。平成13年度のＪＲ三島駅南口駅前

　広場修景整備を手始めに平成17年度まで推進する。

　　街中がせせらぎキャンペーン業務委託　 円

950,000950,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金

453,437,615 119,200,000 82,637,615

2,050,000

　・テーマのないミーティング　（在住外国籍市民との意見交換会） 

　　3月8日　 出席者21人（うち外国籍市民は9人）

　　第41号　　 6月15日　　　　第42号　　9月15日

　　第43号　　12月15日　　　　第44号　　3月15日　(市内全世帯に配布)

　・国際理解教育（市内小中学校)　

　　6月20日、6月28日、1月15日、1月29日、2月5日

　　8月5日～9月6日　研修生はパサディナの一般家庭にホームステイしな

　・ニュープリマス市派遣中学生等補助金　　2,500,000円

　　ニュープリマス市への小中学生等訪問団派遣（16人）

　　英語スピーチコンテスト各部門優勝者2人

そ の 他

3,200,000

市 債

248,400,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　(仮称)三嶋暦記念館基本設計業務委託　 円

　　街中がせせらぎ実施設計業務委託 円

　　(仮称)三嶋暦記念館分筆登記委託　　　 円

　　案内サイン設置計画業務委託 円

　　総合観光案内所設計業務委託　　 円

　・工事請負費 （単位　円）

鎌倉古道(赤橋通り）修景整備工事

　・用地取得 （単位　円）

　13目 女性政策費 (単位　　円)

　　　  　 1,245,365 円

○男女共同参画推進事業     　　                     1,245,365 円

　　男女共同参画社会実現に向け、意識の高揚、啓発を図るため、「三島市

　男女共同参画プラン」（みしまアクションプラン・パート2）概要版を作

　成し、各種講座で配布した。

　　・三島市男女共同参画プラン概要版印刷ほか印刷製本費

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　237,293円

　　・男女共同参画出前講座

　　　　保育園・幼稚園での開催　8園　　　　参加者　386人

　　　　地域での開催　　　　　　2婦人学級　参加者　 68人

　14目 公平委員会費 (単位　　円)

          　 376,880 円

○公平委員会を2回開催した。

　　第1回　(1)三島市職員組合の登録事項の変更について

　　　　　 (2)三島市職員組合規約の一部改正について

　　第2回　三島市管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について

（仮称）三嶋暦記念館用地 三島市大宮町2丁目3494-9 575.35㎡ 69,617,350

　　　　　〃 三島市一番町2606-7 30.52㎡ 5,743,864

総合観光案内所用地 三島市一番町2606-8 307.53㎡ 42,541,547

取　得　目　的 土       地 買 収 面 積 買　収　金　額

376,880376,880

1,229,565

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

1,245,365

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

15,800

1,533,000

19,871,250

588,000

38,599,750

3,097,500

事　　業　　名 事業費 事　業　の　概　要

ＪＲ三島駅南口駅前広場修景整備工事 138,853,050
駅前広場舗装・うずまき水路・
池整備・バスシェルター設置等

ＪＲ三島駅南口駅前広場植栽工事 9,870,000
常緑中高木8本､落葉中高木2本､
低木180本ほか

御殿川（大通り北側）修景整備工事 5,617,500 欄干・護岸石張等の修景整備

鎌倉古道(広瀬通り）修景整備工事 41,053,950
自然色舗装・石張舗装等の修景
整備

62,442,450
自然色舗装・石張舗装・橋の欄
干等の修景整備

合　　　　　　　　　　　　計 257,836,950

913.40㎡合　　　　　　　　　　　　計 117,902,761
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  15目 検査管理費 (単位　　円)

            575,021 円

(単位　件)

　

　

○　工事検査月別実施率

○　年度別工事検査状況 (単位　件､点)

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

575,021575,021

○　課別検査実施状況

項目 工 事 請 負 契 約
完成検査 備　　考

課別 締 結 通 知 書

土 木 課 72 64 債務負担行為 8件

建 築 住 宅 課 32 28 債務負担行為 4件

都 市 整 備 課 5 5

都 市 計 画 課 1 1

下 水 道 建 設 課 71 68 繰越明許費 3件

下 水 道 管 理 課 1 0 債務負担行為 1件

浄 化 セ ン タ ー 3 2 繰越明許費 1件

水 道 工 務 課 33 32 債務負担行為 1件

せせらぎ事業推進室 5 5

水 と 緑 の 課 1 1

防 災 交 通 対 策 室 1 1

農 政 課 14 12 繰越明許費 2件

生 活 環 境 課 2 2

合　　　　計 241 221
債務負担行為費 14件
繰越明許費　6件

0

(単位　件､％)

　
工事請負契約

締結件数
検査件数及び累計 検査実施率

6

0.00

５　月 25 2 2 0.83

４　月 19 0

31

1.66

７　月 27 8 14 3.32

６　月 10 4

64

7.05

９　月 22 12 43 4.98

８　月 19 17

84

8.71

11　月 19 12 76 4.98

10　月 32 21

165

3.32

１　月 26 24 108 9.96

12　月 24 8

23.65

３　月 11 56 221 23.24

２　月 7 57

91.70

次年度繰越 20 20 8.30

小　　計 241 221

契 約 件 数
検 査 件 数

合　　計 241 241 241

　　　　　種

別

年度別

評 点
備 考

完 成 中間・出来形 繰 越 （平均点）

平成11年度 265 247 61 18 76.6

平成10年度 339

平成12年度 266

11 77.2328 8

17 77.2249 92

20 75.4

平成13年度 270 249 147 19 76.2 契約解除 2件

平成14年度 241 221 113
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○　工事別評点 (単位　社､件､点)

点

点

点

点

点

  16目 情報管理費 (単位　　円)

          30,310,258 円

○事務事業のＯＡ化事業                              3,507,372 円

　  各種事務システムや、庁内ネットワーク（ＭＩＳ）の開発・保守に取り

　組み、事務の効率化及びペーパーレス化を図った。

　また、ホームページの充実を図り、市民への情報提供を行なった。

　　インターネット接続料（通信運搬費） 円

　開発用パソコン等機器リース料（使用料） 円

○ＩＴ推進事業                                      2,972,095 円

　　情報セキュリティポリシー（案）の策定委託と外部講師によるＩＴ推

　進リーダー養成のための研修を実施した。

合 計 97 221 75.41

清 掃 施 設 2

そ の 他 2 4 75.50

2 75.00

消 防 施 設 － － －

水 道 施 設 9 12 75.92

建 具 － － －

さ く 井 － － －

造 園 1 1 78.00

電 気 通 信 1 1 77.00

熱 絶 縁 － － －

機械器具設置 1 1 75.00

内 装 仕 上 － － －

防 水 1 1 79.00

業 種 名 請 負 社 数 工 事 件 数 平 均 点 工 事 成 績 の 採 点 基 準

土 木 一 式 38 131 75.00

建 築 一 式 12 17 77.53

施工体制 15

施工管理 15

工程管理 20

大 工 － － － 出 来 形 50

合　　計 100

左 官 1 1 75.00

とび・土工
・ｺﾝｸﾘｰﾄ

3 3 76.33

石 － － －

屋 根 － － －

電 気 10 18 75.56

管 11 19 75.37

タイル・れんが
・ブッロク

－ － －

鋼 構 造 物 1 1 75.00

鉄 筋 － － －

舗 装 3 8 75.75

浚 渫 1 1 75.00

板 金 －

ガ ラ ス － － －

－ －

塗 装 － － －

30,310,258

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

6,560,258

766,500

2,740,872

23,750,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　情報セキュリティポリシー策定（委託料） 円

　　ＩＴ推進リーダー研修（手数料） 円

○平成13年度繰越明許費

　新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業　　23,750,000円　　　

　　市内のケーブルテレビ未開通地域への光幹線の延長を行い、同地区で

　双方向ケーブルテレビ網を整備し、市内における情報通信格差を是正する。

　　工事着工日　平成14年7月31日

　　工事完了日　平成14年12月10日

  21目 退職手当基金積立 (単位　　円)

       金

        100,000,000 円

○退職手当基金積立金　                        　　100,000,000 円

　　職員の年齢構成を見ると、平成19年度以降多額の退職手当の支出が予測

　されることから、将来にわたる健全な財政運営を確保するため基金の積み

　立てを開始した。

○積立金の状況 （単位　円）

 02項 徴税費 (単位　　円)

  02目 賦課費

          91,592,766 円

○市税等の課税状況(現年度課税分) (単位　円)

　　

　 　　

 

　　　　　　　　　　　　　

平 成 14 年 度 末
基 金 現 在 高

0 100,000,000 0 100,000,000

平 成 13 年 度 末
基 金 現 在 高

平成14年度積立額 平成14年度取崩額

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

90,120,859

税 目 平 成 14 年 度 予 算 額
調 定 額

平 成 14 年 度 平 成 13 年 度

91,592,766 1,471,907

市 民 税 6,802,515,000 6,950,295,471 7,465,574,622

固 定 資 産 税 6,600,653,000 6,838,474,405 6,689,020,257

軽 自 動 車 税 115,781,000 118,859,800 114,061,800

市 た ば こ 税 661,684,000 655,359,299 673,602,180

特 別 土 地 保 有 税 2,675,000 32,405,800 34,331,400

都 市 計 画 税 1,135,695,000 1,215,688,584 1,192,049,008

合 計 15,319,003,000 15,811,083,359 16,168,639,267

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

100,000,000 100,000,000

536

市山新田 50

対象地域 対象世帯数

佐野 247

笹原新田 75

佐野見晴台

2,625,000

178,500

三ツ谷新田 150
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○納税義務者の状況 (単位　人､社)

　（市民税・軽自：課税状況調より　固定資産税：年度当初調定額より）

○人口・世帯・納税義務者別の状況 (単位　円)

　（個人市民税：課税状況調、固定資産税：年度当初調定額、

　　人口、世帯は各年１月1日現在　

　　14年112,709人　42,492世帯、13年111,954人　41,658世帯）

○固定資産評価審査委員会審査申出件数　

○固定資産税課税資料整備事業 　　　　　　　　　     49,677,384 円

　・土地家屋現況図経年異動データ更新業務委託　 円

  ・土地登記簿照合委託　 円

　・標準宅地不動産鑑定評価業務委託　 円

  ・土地評価資料分析業務委託　 円

  ・航空写真撮影業務委託　 円

 ・家屋評価計算等パソコン使用料　　　　       円

  03目 徴収費 (単位　　円)

         117,042,090 円

○収納状況 (単位　円､％)

 

区　　　分 平成14年度 平成13年度

市
民
税

個　　人 51,380 51,253

法　　人
3,170 3,145

税率 14.5%　  283
税率 12.3%　2,887

税率 14.5%　  282
税率 12.3%　2,863

固定資産税 39,528 38,660

軽自動車税 30,859 30,489

区　　分

平成14年度 平成13年度

人口 1世帯 納税義務者 人口 1世帯 納税義務者

1人当たり 当たり 1人当たり 1人当たり 当たり 1人当たり

個人市民税 50,710 134,506 111,238 51,199 137,595 111,836

固定資産税
(交付金を除く） 60,611 160,770 172,825 59,616 160,215 172,639

・平成14年度 1件

・平成13年度 0件

14,366,268

8,820,000

4,762,800

6,090,000

11,673,732

3,964,584

7,799,969,855

調　定　額

98.37

849,674,384 85,932,163 10.11

6,922,994,914 88.76

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

117,042,090

決　算　額
特　　定　　財　　源

76,599,000

117,042,090

収 入 済 額 収納率

6,950,295,471

税　　目 区　分 予　算　額

6,837,062,751

市 民 税

現年分 6,802,515,000

計 6,879,114,000

滞繰分

固定資産税

現年分 6,600,653,000 6,838,474,405

計 6,682,953,000 7,338,397,591

6,671,641,626 97.56

滞繰分 82,300,000 499,923,186 99,725,076 19.95

6,771,366,702 92.27
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　円､％)

A

    ※ 但し､特別土地保有税徴収猶予に係る調定額 1,188,154,320円を 

　　　　除いた収納率 A は 90.68％となる｡

○納税貯蓄組合

　･納税貯蓄組合 (単位　件､世帯)

○年度別不納欠損額調 (単位　円､件)

区分

軽自動車税

現年分 115,781,000 118,859,800

計 116,662,000 128,837,450

115,410,200 97.10

滞繰分 881,000 9,977,650 1,507,350 15.11

116,917,550 90.75

市たばこ税

現年分 661,684,000 655,359,299 655,359,299 100.00

滞繰分 1,000 0 0 0.00

計 661,685,000 655,359,299 655,359,299 100.00

特別土地保
有税

現年分 2,675,000 32,405,800

計 2,676,000 1,246,988,620

5,900,000 18.21

滞繰分 1,000 1,214,582,820 0 0.00

5,900,000 0.47

都市計画税

現年分 1,135,695,000 1,215,688,584 1,185,924,125 97.55

滞繰分 14,795,000 89,798,177 17,913,012 19.95

計 1,150,490,000 1,305,486,761 1,203,837,137 92.21

合　計

現年分 15,319,003,000 15,811,083,359

計 15,493,580,000 18,475,039,576

15,471,298,001 97.85

滞繰分 174,577,000 2,663,956,217 205,077,601 7.70

15,676,375,602 84.85

区  分
平 成 12 年 度 平 成 13 年 度 平 成 14 年 度

組合数 世　帯　数 組合数 世　帯　数 組合数 世　帯　数

地域別の組合 136 1,464 130 1,185 123 1,115

勤務先の組合 3 30 2 13 2 13

合    計 139 1,494 132 1,198 125 1,128

年度 平 成 12 年 度 平 成 13 年 度 平 成 14 年 度

個 人
金 額 47,472,376 48,580,655 46,028,297

市

民

税

件 数 2,781 2,770 2,711

法 人
金 額 3,211,500 2,510,700 206,630,918

件 数 30 42 30

計
金 額 50,683,876 51,091,355 252,659,215

件 数 2,811 2,812 2,741

固定資産税
都市計画税

金 額 29,436,929 23,639,029 79,307,487

件 数 689 595 769

軽自動車税
金 額 989,200 1,111,200 932,500

件 数 402 445 387

特別土地保
有税

金 額 0 1,865,600 3,362,400

件 数 0 1 2

合 計
金 額 81,110,005 77,707,184 336,261,602

件 数 3,902 3,853 3,899

収 入 済 額 収納率税　　目 区　分 予　算　額 調　定　額
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○臨戸滞納整理

　･臨戸訪問の合計 (単位　世帯､人､日)

　･徴収税目及び金額 (単位　件､円)

　･特別臨戸徴収

　　　春　季

　　　　実施期日　平成14年5月20日～5月24日

　　　事業への参加状況   戸別訪問の内訳
(単位　日､人) (単位　世帯､人)

　　　秋　季

　　　　実施期日　平成14年10月15日～10月18日

区   分

臨　戸　滞　納　整　理　の　計

業 務 内 夜   間 休   日 合   計

世 帯 人 数 世 帯 人 数 世 帯 人 数 世 帯 人 数

完 納 42 43 0 0 8 10 50 53

滞

納

者

と

接

触

一 部 納 付 51 57 0 0 3 3 54 60

分 納 誓 約 102 119 0 0 14 15 116 134

来 庁 依 頼 54 80 0 0 7 9 61 89

交渉進展無 17 17 0 0 0 0 17 17

そ の 他 20 25 0 0 1 1 21 26

小 計 286 341 0 0 33 38 319 379

滞
納
者
と
接
触
で
き
ず

伝 言 依 頼 132 161

転居先不明 15 15

0 0 5 7 137 168

不在差置き 424 493 0 0 21 23 445 516

居 所 不 明 57 58 0 0 2 2 59 60

0 0 0 0 15 15

そ の 他 32 34 0 0 3 3 35 37

小 計 660 761 0 0 31 35 691 796

合　 　  計 946 1,102 0 1,175

実施延べ日数 60 0 2 62

0 64 73 1,010

内　　　容
現　年　度　分 滞 納 繰 越 分 合　　　　計

件数 金　　　額 件数 金　　　額 件数 金　　　額

市 ･ 県 民 税
普 徴 48 975,700

特 徴 10 601,300

27 583,616 75 1,559,316

41 757,950 51 1,359,250

法 人 市 民 税 0 0 6 284,800 6 284,800

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

29 602,600 39 1,036,850 68 1,639,450

軽 自 動 車 税 3 3,000 12 21,200 15 24,200

小　　　　計 90 2,182,600 125 2,684,416 215 4,867,016

国民健康保険税 73 949,950 16 112,300 89 1,062,250

合　　　　計 163 3,132,550 141 2,796,716 304 5,929,266

特別臨戸

課 税 課 5 20 訪問世帯数 588

課   名 日数 参加職員数 内   訳

669

管財用地課 5 5

財 政 課 3 3 滞 納 者 数

検 査 室 2 2

国保年金課 5 10

収 税 課 5 10

合 計 25 50
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　事業への参加状況   戸別訪問の内訳

(単位　日､人) (単位　世帯､人)

○嘱託徴収員による臨戸訪問 (単位　世帯､人､日)

(単位　件､円)

 03項 戸籍住民基本台帳費 (単位　　円)

  01目 戸籍住民基本台帳

       費

         193,911,397 円

○戸籍関係

　・本籍数及び本籍人口 (単位　件､人)

　

 種別

 

一 般 財 源決　算　額
特　　定　　財　　源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

63,775,850 126,988,443

年次

平成15年 3月末 平成14年 3月末 増 減 数

193,911,397 3,147,104

本 籍 数 40,113 39,557 556

本 籍 人 口 104,771 104,174 597

特別臨戸

管 理 職 4 15 訪問世帯数 265

課   名 日数 参加職員数 内   訳

323

収 税 課 4 12

国保年金課 3 5 滞 納 者 数

合 計 11 32

区   分

臨 戸 滞 納 整 理 の 計

業 務 内 夜   間 休   日 合   計

世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数 世帯 人数

滞
納
者
と
接
触

完 納 333 350 － － － － 333 350

一 部 納 付 456 494 － － － － 456 494

分 納 誓 約 525 614 － － － － 525 614

来 庁 依 頼 24 24 － － － － 24 24

交渉進展無 2 3 － － － － 2 3

そ の 他 169 177 － － － － 169 177

小 計 1,509 1,662 － － － － 1,509 1,662

滞
納
者
と
接
触
で
き
ず

伝 言 依 頼 459 533 － － － － 459 533

不在差置き 3,848 4,192 － － － － 3,848 4,192

表 札 な し 21 23 － － － － 21 23

居 所 不 明 44 44 － － － － 44 44

転居先不明 24 25 － － － － 24 25

そ の 他 123 138 － － － － 123 138

小 計 4,519 4,955 － － － － 4,519 4,955

合      　計 6,028 6,617 － － － － 6,028 6,617

実 　日 　数 405 － － 405

　･徴収税目及び金額

内　容
現 年 度 分 滞 納 繰 越 分 合　　計

件数 金額 件数 金額 件数 金額

市 ・ 県 民 税 335 4,050,650 8 35,800 343 4,086,450

法 人 市 民 税 0 0 0

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

287 6,956,676 2

2

0 0 0

17,000 289 6,973,676

0 0 360 4,635,550

合 計 1,091 15,954,976

国民健康保険税 360 4,635,550

軽 自 動 車 税 109 312,100

64,809 1,103 16,019,78512

12,009 111 324,109
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・届出事件数 (単位　件)

年度

○住民基本台帳関係

　・住民基本台帳人口及び世帯数 (単位　人､世帯)

種別

　　　　　　　　　　　　　・届出事件数 (単位　件)

年度

　・人口及び世帯数の推移(各年3月31日現在)

○外国人登録関係

    　外国人登録人口    (単位　人)

○証明等交付件数 (単位　件)

　　名　　称 　有　料　分　 　無料・公用分 　　　　　計　

戸籍関係

住民関係

身分証明

印鑑証明

印鑑登録証交付

自動車臨時運行許可

種別

出　生死　亡婚　姻転　籍その他 合　計 新戸籍編製
戸 籍 全 部
消 除

平 成 14 年 度 1,360 1,007 1,482 782 1,385 6,016 1,209 653

平 成 13 年 度 1,345 976 1,460 747 1,495 6,023 1,206 636

増 減 数 15 31 22 35 △ 110 △ 7 3 17

年次

平成15年 3月末 平成14年 3月末 増 減 数

人 口 111,373 111,074 299

世 帯 数 42,295 41,772 523

種別
出 生 転 入 転 居 死 亡 転 出

国 外
転 出

変 更
職 権
消 除

戸 籍
異 動

合 計

平成１4年度 973 3,740 1,909 836 3,687 91 988 54 2,130 14,408

平成１3年度 936 4,067 1,953 834 3,880 87 1,036 72 2,183 15,048

増 減 数 37 △ 327 △ 44 2 △ 193 4 △ 48 △ 18 △ 53 △ 640

国 籍 ブラジル 韓国・朝鮮 中 国 フィリピン ペ ル ー そ の 他 合 計

人 口 350 249 218 114 72 264 1,267

27,996 2,907 30,903

92,556 5,898 98,454

1,343 33 1,376

56,250 182 56,432

4,716 4,716

890 0 890

106,052

106,033

106,545

107,171

108,168

109,018

109,686

110,067

110,266

110,839

111,074

111,373

35,494

35,897

36,408

37,069

37,801

38,623

39,439

40,019

40,524

41,145

41,772

42,295

0

30,000

60,000

90,000

120,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

人・世帯

年

人口

世帯
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　件)

　　名　　称 　有　料　分　 　無料・公用分 　　　　　計　

外国人登録関係

広域住民関係

広域印鑑証明

　　　　　計

○住民基本台帳ネットワークシステムの構築

    住基ネットの第1次稼動として住民票コードを、全市民に郵送により通知

  した。
　　　　　　　 住民票コード通知はがき（シーラー）代　　　 円

住民票コード通知はがき（シーラー）の郵便料  

通 円

 04項 選挙費 (単位　　円)

  02目 明るい選挙推進費

           1,179,109 円

○明るい選挙推進事業　　　　　　　 　　　　　　　     1,124,109 円

　・三島市明るい選挙推進協議会推進委員会の開催

　　5月13日開催　　平成13年度事業結果報告､平成14年度事業計画案の審議

　・明るい選挙啓発ポスター･書写コンクール

(単位　人)

　・新成人に対する啓発

　　選挙啓発物資を成人式当日会場にて配布

　　毎月20歳を迎える新成人宛､バースデーカードに小冊子｢選挙にのぞむ有

　　権者としてこれだけはおぼえておこう｣を同封して送付

　･静岡県･静岡県東部明るい選挙推進協議会主催事業に参加

  03目 県議会議員選挙費 (単位　　円)

           3,261,296 円

○県議会議員選挙執行事業 　　　　　　 　　　 　       3,074,855 円

　告示　　平成15年4月4日　選挙期日　平成15年4月13日 定数　　2人

　　静岡県三島市県議会議員選挙の事前準備の予算執行を行った。

  04目 市長選挙費 (単位　　円)

           4,569,714 円

44,168

4,569,714

そ の 他

3,261,296 3,261,296

決　算　額
特　　定　　財　　源

国 ・ 県 支 出 金

4,569,714

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

書 写 138 24

市 債

決　算　額

1,179,109

ポ ス タ ー 100 24

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

区　　　分 応　募　数 入　選　数

938 12 950

他課証明(市民課収納分) 3,220 1,741 4,961

　

338 338

272

188,519 10,773 199,292

272

240,240

1,855,056

1,179,109

一 般 財 源
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市長選挙執行事業 　　　　　 　　　　　  　　   　　 3,946,933 円

  05目 市議会議員選挙費 (単位　　円)

           3,612,159 円

○市議会議員選挙執行事業 　　　　　　 　　　 　       3,612,159 円

　告示　　平成15年4月20日　選挙期日　平成15年4月27日 定数　　26人

　　三島市議会議員選挙の事前準備の予算執行を行った。

  06目 農業委員選挙費 (単位　　円)

          　 104,780 円

○農業委員選挙執行事業 　　　　　　 　　　 　 　    　   56,680 円

　　6月30日告示、7月7日執行

　　立候補者17人で、定数を超えないため、無投票当選となった。

 05項 統計調査費 (単位　　円)

  01目 統計調査総務費

          5,631,309 円

○統計資料等の発行　　　　                

　　｢三島の統計2003｣　　　300部

○統計調査員確保対策事業の実施　　　　　　

  02目 指定統計調査費 (単位　　円)

           5,381,762 円

○指定統計調査事業      　  　　　 　   　  　　　　　　852,951 円

　・商業統計調査（指定統計第23号）　

　　［目的］事業所数、従業者数、年間販売額等について業種別、規模別、

地域別、流通段階別に把握し、商店の分布状況や販売活動の実

態を明らかにする。

　　［調査対象及び調査員数］　卸売･小売業に属する市内の全事業所　

　　　　　　　　　　　　　　　調査区　市内全域　　調査員数　66人

　・就業構造基本調査（指定統計第87号)　　　

　　［目的］国民の就業･不就業の状態を調査し、我が国の就業構造の実態、

　　　　　就業に関する意識、就業異動の実態などを詳細に明らかにする。

89,762

 【平成14年度に実施した主な指定統計】

5,420,309

　　調査員の募集及び研修会・視察研修等の開催

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債

5,381,762 5,292,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

そ の 他

5,631,309 211,000

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

104,780

3,612,159

104,780

一 般 財 源

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

11月17日告示、11月24日執行

立候補者１人で、定数を超えないため、無投票当選となった。

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
そ の 他市 債

3,612,159

国 ・ 県 支 出 金
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　［調査対象及び調査員数］　世帯主及びその世帯の15歳以上の世帯員

　　　　　　　　　　　　　　　調査区　市内抽出　　調査員数　19人

　・全国物価統計調査（指定統計第108号)　　　

　　［目的］国民の消費生活において重要な支出の対象となる商品の販売

　　　　　価格やサービス料金及び店舗の業態などを調査し、価格の店舗

　　　　　間格差や地域間格差などの実態を明らかにし、消費者物価地域

　　　　　差指数等の物価に関する基礎資料を提供する。

　　［調査対象及び調査員数］　小売業者、サービス業者　　　

　　　　　　　　　　　　　　　調査店舗　市内抽出　　調査員数　5人

　・工業統計調査(指定統計第10号)　　　

　　［目的］製造業に属する事業所の事業所数、従業者数、製造品出荷額等

　　　　　を調査して、工業の実態を明らかにする。

　　［調査対象及び調査員数］　製造業に属するすべての事業所

　　　　　　　　　　　　　　　調査区　市内全域　　調査員数　20人

　・住宅･土地統計調査(指定統計第14号)単位区設定　　　

　　［目的］10月1日を基準日として行われる、住宅･土地統計調査に先立ち、

　　　　　平成12年国勢調査調査区の中から選定された調査区について、

　　　　　各調査区の住戸数に応じて単位区を設定し、調査の円滑な実施

　　　　　を図る。

　　［調査対象及び調査員数］ 住宅及び住宅以外で人が居住している建物　

　　　　　　　　　　　　　　　調査区　市内抽出　　指導員数　18人

 06項 監査委員費 (単位　　円)

  01目 監査委員費

          51,829,533 円

○例月出納検査･定期監査･決算審査の状況

 

　

51,829,533

監 査 の 種 類 実　施　期　日

51,829,533

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

例月出納検査 毎月20日から

一般会計､特別会計､基金の運用状況､水道事業会計
(地方自治法
第235条の2第1項)

10日以内

平成14年9月20日
環境企画課､生活環境課、市民課、国保年金課、
総務課、人事文書課、秘書課、広報広聴課、情報
システム課、選挙管理委員会事務局、水と緑の
課、せせらぎ事業推進室､電線類地中化推進室、
防災交通対策室

　　　～10月17日

平成14年10月23日 健康増進課、社会福祉課､生活福祉課､介護保険
課、出納室、消防管理課､消防予防課､消防署､議
会事務局定 期 監 査 　　　～11月14日

(地方自治法
第199条第4項)

平成14年11月25日 財政課、管財用地課、課税課、収税課､検査室、
教育総務課、学校教育課、幼児教育推進室、小学
校（沢地、山田、徳倉、北上、佐野、中郷、南）　　　～12月20日

平成14年12月25日 農政課､農業委員会事務局、商工観光課､旧ネクス
テージ三島・ＴＭＯ対策室、楽寿園、生涯学習
課、文化振興課、スポーツ振興課～平成15年1月23日

平成15年1月27日 都市計画課､都市整備課、土木課、建築住宅課、
建築指導室、水道営業課、水道工務課、下水道管
理課、下水道建設課　　　～2月14日

(工 事 監 査) 平成15年1月28日
下水道建設課

　　　～1月29日

監 　　 査  　　対  　　象
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 

 07項 諸費 (単位　　円)

  01目 交通安全対策費

         169,640,554 円

○駐輪対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　     50,580,637 円

　・三島駅北口､南口､広小路の3箇所の有料自転車等駐車場の管理運営を

　　シルバー人材センターに委託し､自転車等の利用率の向上を図った｡

　・駐輪街頭指導を実施するとともに､放置禁止区域における放置自転車の

　　撤去を実施し､放置自転車の一掃に努めた｡

○交通安全施設整備事業                          　　13,028,507 円

　　カーブミラー設置　　　　　68基

　　カーブミラー補修　　　 　128基

　　路面表示等設置・補修　　　39箇所

○交通安全教育指導事業　  　　　　　　　　　　　      6,030,029 円

　・交通安全思想の普及推進

　　幼児に対する交通安全教育の推進　

　　幼児交通安全クラブ､交通安全母の会への研修等

　　「幼児交通安全対策研修会」

　　　開催日　平成14年7月4日（木）

　　　場　所　修善寺町いきいきプラザ生涯学習センター

　　　参加者　約30人

　　「お母さんのための自転車指導講習会」

　　　開催日　平成14年10月11日（金）

　　　場　所　中郷文化プラザ

　　　参加者　約80人

　　学校における交通安全教育の推進

　　｢交通安全リーダーと父母と交通安全を語る会｣の開催

　　　5月～7月に市内全小学校（14校）で実施

　　高齢者に対する交通安全教育の推進

　　　老人クラブを中心に夜光反射タスキを配布｡寿大学や各老人クラブ

　　　会合等で、夜間交通事故防止実践教室を開催｡

　　地域住民に対する交通安全教育の推進

　　　各季の交通安全運動における一斉街頭広報･地域交通安全教室等の開催

　　「一斉街頭広報」

　　　実施日　平成14年4月5日（金）・7月11日（木）

　　　　　　　　　　　9月20日（金）・12月16日（月）

　　　参加者　合計約1,000人

財政援助団体等監査 平成14年5月17日
社会福祉法人 三島市社会福祉協議会(地方自治法

第199条第7項)
　　　～6月4日

決 算 審 査 平成14年5月14日
公営企業会計(水道事業)(地方公営企業法

第30条第2項)
　　　～7月8日

(地方自治法
第233条第2項)

平成14年7月2日
一般会計､特別会計､基金の運用状況(地方自治法

第241条第5項)
　　　～8月9日

6,377,517 48,158,050169,640,554 115,104,987

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

監 査 の 種 類 実　施　期　日 監 　　 査  　　対  　　象
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・交通安全運動の実施

　・交通事故０の日

　　毎月10日､20日､30日に声の広報で市民に運動の周知徹底を図り､のぼり旗

　　等の掲出により街頭での指導の実施

　・自転車の交通安全対策

　　自転車利用者に対し､交通ルールとマナーの徹底を図るため､街頭における

　　指導､広報活動を推進するとともに､中学生に自転車の安全な乗り方のリー

　　フレットとサイクルカラーを配布及び小学生の交通安全子ども自転車大会

　　を開催

　　「街頭指導」

　　　実施日　平成14年4月10日（水）・7月15日（月）

　　　　　　　　　　　9月24日（火）・12月18日（水）

　　　参加者　合計約200人

　　「交通安全子ども自転車大会」

　　　開催日　平成14年5月25日（土）

　　　場　所　韮山町体育館

　　　参加者　三島警察署管内13小学校　52人

　・交通安全用品の配布

　　児童生徒の交通事故防止と交通安全意識の高揚を図るため､新小学1年生に

　　黄色いヘルメットや交通安全絵読本を､6年生には交通安全リーダーワッペ

　　ンとリーダー手帳を､新中学1年生には夜光腕章をそれぞれ配布

　　配布数

　　　黄色いヘルメット　　　　　1,190個

　　　交通安全絵読本　　　　　　1,189冊

　　　交通安全リーダーワッペン　2,392枚

　　　リーダー手帳　　　　　　　1,196冊

　　　夜光腕章　　　　　　　　　　500個

　　　　　　　　　　　　○交通事故撲滅キャンペーン事業　　　　　　  　          755,979 円

　・交通事故撲滅市民の会

　　交通事故の撲滅を目指し､交通安全意識の高揚と市民を交通事故から守り､

　　安全で明るく住みよい街づくりの推進を目的に､自治会長により組織され

　　た交通事故撲滅市民の会が街頭広報等を積極的に実施

　　　　　　　　　　　　○交通対策事業           　　　　   　　　　         9,920,787 円

　・自主運行バス運行委託　　　9,744,000円

　　三島駅玉沢線の一部が廃止路線になったため、交通弱者の救済を目的と

　　して、バス事業者と委託契約し、バスの自主運行を実施した。

　　（翌年度に委託料の1/2の県費補助がある）

　　　　　　　　　　　　○防犯灯維持管理事業　　　　　　　　　　　　　       33,951,749 円

　・防犯灯の水銀灯化

　　平成14年度　新規　55基　修繕　791基

　　平成15年3月31日現在　6,381基設置済

　　　光熱水費　25,526,206円

　　　修繕料　　 8,425,543円

　・防犯灯の電気料金補助 

秋 の 全 国 交 通 安 全 運 動  9月21日～ 9月30日

年 末 の 交 通 安 全 県 民 運 動 12月15日～12月31日

夏 の 交 通 安 全 県 民 運 動  7月11日～ 7月20日

春 の 全 国 交 通 安 全 運 動  4月 6日～ 4月15日
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　商店街が管理する防犯灯電気料金の1/3を補助

　　　19商店会　　　　　　　　1,351,000円

○超低床ノンステップバス導入事業補助金　　　　3,271,034 円

    路線バス事業者4社に対し､9台分のバス購入費の一部を補助した｡

○循環バス運行事業補助金　　　　　　　　　　　15,123,000円

　　高齢者や自動車を運転しない市民の交通手段としてのバスの利用促進と公

　共施設や、観光施設への交通利便性の確保及び中心市街地の活性化の促進を

　図るため、同事業を支援する。

　　　　市街地循環バス　  せせらぎ号  4社

　　　　中郷地区循環バス　なかざと号  1社　

  02目 諸費 (単位　　円)

         478,866,356 円

○広域行政

　・駿豆地区広域市町村圏協議会（三島市ほか5市11町1村）

　　広域市町村圏計画を策定することを目的としている協議会

　　（平成12年度に第4次広域市町村圏計画策定）

　　窓口サービスの広域化を推進するため、圏内市町村の住民票及び印鑑

　　証明の相互発行を行っている｡（開始　平成11年11月１日～）

　・東部広域都市づくり研究会（三島市ほか3市6町1村）

　　市町村の枠を超えた交流人口の拡大など社会状況の変化に対応するた

　　めの広域都市づくりを検討する研究会（発足　平成11年11月１日～）

　　　　　職員研修・少年の船の共同実施など

○三島市暴力団追放推進協議会

　　暴力団追放運動をはじめ､交通安全(交通事故・暴走族撲滅)､覚せい剤

　撲滅､青少年健全育成（非行防止・いじめゼロ）等の運動を統合し､より

　力強い運動を展開するため､｢第12回三島市明るく住みよい街をめざす市民

　　　開催日　平成15年2月18日（火）

　　　場　所　三島市民文化会館　　大ホール

　　　参加者　約800人

　　　内　容　大会宣言

　　　　　　　講　　演　㈱電通顧問・東京都参与（危機管理担当）

　　　　　　　　　　　　静岡県立大学大学院講師

　　　　　　　　　　　　　金重　凱之　氏　（元　静岡県警本部長）

　　　　　　　コンサート　演奏：静岡県警察音楽隊

○公共施設用地（県立三島南高等学校跡地）借地事業    30,789,592 円

　　平成13年度に県立三島南高等学校が三島市大場へ移転し、その跡地を暫

　定的な南二日町広場として利用できるよう民有地の借地契約の更新並びに

　県有地の借地契約に取り組んだ。

　　地権者　6人　　借地面積　14,868.41㎡

○公共施設用地（県立三島南高等学校跡地）取得事業   125,146,320 円

　・全体面積 　　31,458.17㎡（9,516.10坪）

　・平成14年度末取得面積 17,793.09㎡（5,382.40坪）　取得率　約57％　

　大会｣を実施した｡

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

478,866,356 93,800,000 353,180 384,713,176

67



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・公共施設用地として取得した土地 （単位・㎡、円）

　　三島田方行政情報センター協議会負担金　　　260,030,000円

　行政事務の効率化、住民サービスの向上等をめざして、田方7町村と共同　

　運営をしている三島田方行政情報センター協議会と協力し、次のようなシ

　ステムの推進を行った。

　・各部門の実施業務

　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　 

売払金額

125,146,320

備考

公共施設用地

面積

1,203.33

所在地

南二日町775番2

地目

宅地

○事務の近代化

　・機器の保守

　　　　　コンピュータ本体や各課に配置されている端末の保守

　・電算機の処理・運用

　　　　　税の計算や台帳作成等の処理、運用

　・三島市庁内ネットワークの構築及びパソコン一人1台体制の推進

　・稼動オンラインシステム一覧
　　住民基本台帳､国民年金､印鑑登録､児童手当､老人医療､
　　個人市民税､法人市民税､固定資産税､軽自動車税､国民健康保険税､税証
明､
　　市営住宅､健康管理､上下水道料金､財務会計、介護保険等

利 用 部 門 主 た る 業 務

市 民 課 住民記録､印鑑登録､外国人登録､戸籍事務

国 保 年 金 課 国民健康保険証､国民健康保険税､老人医療受給者証､台帳､国民年金

健 康 増 進 課 予防接種､住民検診等

社 会 福 祉 課 児童手当､保育園料金

生 活 福 祉 課

敬老の日名簿､寿名簿､高齢者アンケート資料

身体障害者等施設入所者負担金､心身障害者扶養共済掛金､診療報酬明細書の
打出し

介 護 保 険 課 資格記録管理、受給者管理

農 政 課 農業年金

財 政 課 財務会計､起債管理､決算統計

管 財 用 地 課 光熱水費支出

課 税 課
個人市民税､法人市民税､固定資産税(償却資産含む)､都市計画税､軽自動車
税､取得税･保有税資料､賦課調定

収 税 課
個人･法人市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税
の収納及び口座振替

人 事 文 書 課 給与計算､給与口座振込､統計､予算資料

情 報 シ ス テ ム 課 三島市庁内ネットワーク

水 と 緑 の 課 墓園管理料

土 木 課 道路占用料､河川占用料

建 築 住 宅 課 市営住宅使用料､駐車場使用料

出 納 室 財務会計､ＯＣＲ

水 道 営 業 課 上水道料金､納付書

下 水 道 管 理 課 下水道使用料､受益者負担金､統計

教 育 総 務 課 幼稚園保育料､統計

学 校 教 育 課 学齢簿､入学通知書

生 涯 学 習 課 成人式､留守家庭児童館指導料

選 挙 管 理 委 員 会
事務局

定時登録名簿､永久選挙人名簿､有権者統計

農業委員会事務局 農家台帳
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・協議会共同利用の総負担金と専任職員 (単位　円､％､人)

○三島市育英奨学金貸付事業 　　　　　　　　　　　　　16,264,000 円

　　平成14年度から新たに、経済的理由により就学に困難がある大学生

　　等27人、高校生1人に学資の貸付を実施した。

03款 民生費  (単位　　円)

 01項 社会福祉費　　  

  01目 社会福祉総務費

573,006,601 円

○社会福祉施設設置費補助金　　　　　　　　　

　・特別養護老人ホーム「北上の郷」

　　補助金　192,255,000円　うち平成13年度繰越明許費　181,651,000円

　　(施設分181,651,000円　設備分10,604,000円)

　　特別養護老人ホーム(定員)50人、ショートステイ20人、

　　デイサービスセンター20人、グループホーム8人、

　　在宅介護支援センター

　　　敷地面積　9,944.71㎡　　施設　鉄筋コンクリート造

　　　地上3階建　建築面積2,744.76㎡　延床面積3,297.37㎡

　　補助金　132,814,000円

　　(施設分122,815,000円、設備分9,999,000円)

　　特別養護老人ホーム(定員)50人、ショートステイ10人、

　　デイサービスセンター30人、在宅介護支援センター

　　　敷地面積　4,151.00㎡　　施設　鉄筋コンクリート造

　　　地上4階建　建築面積1,955.94㎡　延床面積3,783.84㎡

　・平成14年度繰越明許費　　　　　　49,921,000 円

　　特別養護老人ホーム「(仮称)ふるさとの丘」施設設置費のうち施設

  02目 身体障害者福祉費 (単位　　円)

198,316,781 円

○身体障害者更生援護事業　　　　　　　　　　　　     22,458,045 円

　・身体障害者手帳所持者数　　2,859件

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

198,316,781 95,395,087

164,062,641573,006,601 104,743,960 1,000,000303,200,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 そ の 他市 債

市 町 村 負 担 金 負 担 金 割 合 専 任 職 員 数

三 島 市 325,846,000 49.0 7

韮 山 町 63,318,000 10.0 2

伊 豆 長 岡 町 44,682,000 7.0 1

49,958,000 7.5 1

修 善 寺 町 49,875,000 7.5 2

1

天 城 湯 ヶ 島 町 42,141,000 6.3 1

16

戸 田 村 37,511,000 5.7 1

合 計 660,081,000 100

土 肥 町 46,750,000 7.0

中 伊 豆 町

19,748,877 83,172,817

　　未竣工分について繰越明許とした。

　・特別養護老人ホーム「(仮称)ふるさとの丘」
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